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１．計画の基本的事項  
(1) 計画の基本的な考え方 

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第６４号）

第３条に基づき平成２６年９月１２日に告示された「地域における医療及び介護を総合的に

確保するための基本的な方針」に則り、利用者の視点に立って切れ目のない医療及び介護の

提供体制を構築することを目指し、県内関係団体及び有識者等からの意見を踏まえて本計画

を策定する。 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

宮崎県における医療介護総合確保区域については、延岡西臼杵（延岡市、高千穂町、日之

影町、五ヶ瀬町）、日向入郷（日向市、門川町、美郷町、諸塚村、椎葉村）、宮崎東諸県（宮崎

市、国富町、綾町）、西都児湯（西都市、高鍋町、新富町、西米良村、木城町、川南町、都農

町）、日南串間（日南市、串間市）、都城北諸県（都城市、三股町）、西諸（小林市、えびの市、

高原町）の地域とする。 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由：老人福祉圏域では延岡市と西臼杵郡が区分されているが、医療・介護サービ

スの一体的な確保を図っていく観点から、二次救急医療などの医療提供体制の構築を図る２

次医療圏域を前提とする必要があるため。） 

 

 

■宮崎県全体 

 

１．目標 

団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年を展望すると、これからの高齢化社会に必要な

医療及び介護の提供体制の確立や地域包括ケアシステムの構築が急務の課題である。そのた

め、各医療介護総合確保区域において、急性期の医療から在宅医療・介護の連携など一連の

サービス提供体制が適切に確保されるとともに、ニーズに見合ったサービスが切れ目なく提

供されることが重要である。 

  そこで、上記の実現に向けて、本計画では以下の事項を目標とし、各種事業に取り組む。 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

回復期病床への転換など現状でも病床機能等の分化・連携が必要なものを対象として

整備することにより、平成28年度に策定した地域医療構想に基づく医療提供体制の構築

を 図る。 

○地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期  999床 

急 性 期 3,356床 

回 復 期 4,017床 

慢 性 期 2,666床 

合   計 11,037床 
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*端数処理の関係上、合計が一致しない場合がある。 

② 居宅等における医療の提供に関する目標 

地域の実情に応じた在宅医療・介護を担う人材の育成・確保や体制整備を行う。 

・総合周産期母子医療センター小児科の平均在院日数 

18.6日(2020年)→18.2日以下(2022年) 

・高次脳機能障がい者の社会復帰にかかる県内支援協力医療機関数 

19施設(2020年度)→21施設(2022年度) 

   ・看取りに関する取組みを実施する市町村数 

５市町村(令和2年度)→13市町村(令和5年度) 

 

  ④ 医療従事者の確保に関する目標 

県民が安心して必要な医療が受けられるよう、地域医療を担う医師の養成・確保、看護

師等養成所施設への支援や看護職者に対する各種研修の実施などにより、質の高い医療

従事者の養成・確保を図る。 

・｢地域医療・総合診療医学講座｣の専門研修プログラムで育成される総合診療医 

６人(2021年)→10人(2022年) 

・県内小児科医師数（標準化医師数） 139人(2020年)→145人(2023年) 

・県内産婦人科医師数（標準化医師数）106人(2020年)→106人(2023年) 

・県内医師数に占める女性医師の割合  18.6％(2018年)→21.9％(2023年) 

・県内での臨床研修開始者数 64人(2021年)→80人(2023年) 

・就業医師数（標準化医師数）2,597人(2016年)→2,608人(2023年) 

・県内看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 12.6％(2019年)→8.5％以下(2023年) 

・新人看護職員の離職率 9.4％(2019年)→8.0％以下(2023年) 

・特定行為研修修了者延べ人数 67名(2020年)→80名(2022年) 

・ガイドラインに沿った新人看護職員研修を実施している医療機関の割合 

 71.1％(2017年)→90.0％(2022年) 

・病院内保育所の設置数 25か所(2021年)→30か所(2024年) 

・高度な医療に対応できる障がい児者歯科専門医数 

 ２人(令和３年度)→２人以上(令和５年度) 

・県内日本アレルギー学会専門医数 14人(令和３年度)→16 15人(令和７ ５年度) 

 

⑥ 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   2024年度から適用される医師の時間外労働上限規制に向け、過酷な勤務環境となって

いる医師の労働時間短縮を進める必要があることから、勤務医の働き方改革推進の取組

を進める。 

   ・地域医療確保暫定特例水準の指定に必要な時短計画案の策定に着手又は検討を開始

し 

た医療機関数 ６医療機関(2022年） 

 

２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８５年３月31日 

■宮崎東諸県 

１．目標 
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① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

  ○地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期   558床 

急 性 期 1,602床 

回 復 期 1,324床  

慢 性 期   962床 

 

２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８５年３月31日 

■日南串間 

１．目標 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

○地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期  37床 

急 性 期 165床 

回 復 期 270床 

慢 性 期 407床 

 

２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８５年３月31日 

■西都児湯 

１．目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

○地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期  18床 

急 性 期 152床 

回 復 期 416床 

慢 性 期 324床 

 

２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８５年３月31日 

■都城北諸県 

１．目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

○地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期 218床 

急 性 期 676床 

回 復 期 740床 

慢 性 期 279床 
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２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８５年３月31日 

■西諸 

１．目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

○地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期  27床 

急 性 期 164床 

回 復 期 399床 

慢 性 期 206床 

 

２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８５年３月31日 

■延岡西臼杵 

１．目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

○地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期 108床 

急 性 期 418床 

回 復 期 522床 

慢 性 期 309床 

 

２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８５年３月31日 

■日向入郷 

１．目標 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

○地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量 

高度急性期  36床 

急 性 期 181床 

回 復 期 349床 

慢 性 期 181床 

 

２．計画期間 

  令和４年４月１日～令和８５年３月31日 

(4) 目標の達成状況及び各事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法  
(1) 関係者からの意見聴取の方法 

・令和３年７月１９日 令和４年度事業（医療分）提案募集開始 

           （締切後、関係団体等からヒアリング等実施） 

・令和４年７月 ６日 県医療介護推進協議会及び県医療審議会において、県計画につい

て報告、意見聴取 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては、地域医療構想及び医療計画のＰＤＣＡ指標並びに介護保 

険事業支援計画の達成状況等との整合性を図ることを念頭に、宮崎県医療審議会及び宮崎

県医療介護推進協議会の意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行う 
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事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の

機能の変更に関する事業 

標準事業例 
 

事業名 No １ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費（計画期間の総額）】 

152,076千円 病床機能再編支援事業 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主

体 

 県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和６５年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症

への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高

い効率的な医療提供体制を構築するため、病床の機能分化・連携を促進する必要があ

る。 

 アウトカ

ム指標 

 宮崎県地域医療構想の病床数の必要量と病床機能報告の病床数との比較において不

足する病床機能の充足 

区域名 
２０２０年度 
病床機能報告値 

２０２５年 
病床数の必要量 

宮崎東諸県 

高度急性期 ６８２床 
急性期 ２，６２６床 
回復期   ７３７床 
慢性期 １，２４２床 
（休棟等） １３４床 
計    ５，４２１床 

高度急性期     ５５８床 
急性期       １，６０２床 
回復期     １，３２４床 
慢性期         ９６２床 
  計   ４，４４５床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）  ６，５２３．８人／日  

都城北諸県 

高度急性期  ４５床 
急性期  １，６６９床 
回復期    ４５８床 
慢性期   ４２１床 
（休棟等） １６６床 
計   ２，７５９床 

高度急性期  ２１８床 
急性期    ６７６床 
回復期    ７４０床 
慢性期    ２７９床 
計    １，９１１床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）  ２，１８４．４人／日  

延岡西臼杵 

高度急性期  ４２床 
急性期 １，０２８床 
回復期   ２８１床 
慢性期    ４９２床 

（休棟等）   ５３床 
計   １,８９６床 

高度急性期  １０８床 
急性期    ４１８床 
回復期    ５２２床 
慢性期    ３０９床 

 
計    １，３５７床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）  ２，０３３．５人／日  

日南串間 

高度急性期  ４床 
急性期  ３９２床 
回復期  １５０床 
慢性期  ６６７床 
（休棟等） １８床 
計  １，２３１床 

高度急性期  ３７床 
急性期   １６５床 
回復期   ２７０床 
慢性期   ４０７床 

 
計     ８７７床 

※在宅医療等の必要量（医療需要） ８５４．９人／日 

西諸 

高度急性期  ０床 
急性期  ４９８床 
回復期  ２５０床 
慢性期  ３６２床 
（休棟等） ３４床 
計  １，１４４床 

高度急性期  ２７床 
急性期   １６４床 
回復期   ３９９床 
慢性期   ２０６床 

 
計     ７９５床 

※在宅医療等の必要量（医療需要）  １，２７９．６人／日  

西都児湯 
高度急性期  ０床 
急性期   ５１０床 
回復期  １３４床 

高度急性期   １８床 
急性期      １５２床 
回復期    ４１６床 
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慢性期   ４３３床 
（休棟等） ５６床 
計    １，１３３床 

慢性期      ３２４床 
 

計          ９０８床 
※在宅医療等の必要量（医療需要）１，１８３．７人／日  

日向入郷 

高度急性期  ０床 
急性期  ４６２床 
回復期  ２１５床 
慢性期  ３２７床 
（休棟等）  ３９床 
計    １，０４３床 

高度急性期  ３６床 
急性期   １８１床 
回復期   ３４９床 
慢性期   １８１床 

 
計     ７４６床 

※在宅医療等の必要量 ８４４．６人／日 
 

事業の内容 ・医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編の実

施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支給する。 

・複数の医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再

編を実施し統合する場合、当該統合に参加する医療機関に対し、減少する病床数に応

じた給付金を支給する。 

・複数の医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再

編を実施し統合する場合、当該統合によって廃止となる医療機関の未返済の債務を、

統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて返済する際の、当該融資に係る利子

の全部又は一部に相当する額に係る給付金を支給する。 

アウトプット

指標 

 対象となる医療機関数 １医療機関/年 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

 地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ、病床数の減少を伴う統合をした関係医療機

関に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組の促進を図る。 

事業に要する

費用の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

152,076(千円) 

  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１）  

公  (千円) 

11,400 

基 

金 

国 

（Ａ） 

152,076(千円)  

民 (千円) 

152,076 

140,676 

その他 

（Ｂ） 

0(千円) 

  
備考（注２） R4:92,568 千円、R5:59,508 千円 

 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

0 

14,069千円 
重症心身障がい児(者)医療体制構築事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 各医療機関、障害福祉サービス事業所等 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療的ケアが必要な在宅の重症心身障がい児(者)を受け入れる医療機関や事

業所が不足している状況にあるため、身近な地域で在宅サービスが利用でき

る体制の充実を図る必要がある。 

 アウトカム指標 総合周産期母子医療ｾﾝﾀｰ(宮崎大学医学部附属病院)小児科の平均在院日数 

 18.6日(2020年)→18.2日以下(2022年) 

事業の内容 重症心身障がい児(者)を介護する保護者の負担を軽減するため、日中一時支

援等を新たに実施する医療機関や障害福祉サービス事業所の施設・設備整備等

を支援し、より身近な地域で在宅サービスが受けられる体制構築を目指す。 

また、重症心身障がい児(者)の受入を行う医療機関における医師・看護師

等の資質向上に係る研修等を実施する。 

アウトプット指標 施設・設備整備医療機関等 ８施設 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

当該事業の実施により、医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)の地域に

おける在宅サービスの受入体制が構築され、総合周産期母子医療センターな

どの高次の医療機関から身近な地域の医療機関や事業所へ、重症心身障がい

児(者)のスムーズな移行が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

0 

14,069(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0 

3,508(千円) 

基 

金 

国 

（Ａ） 

0 

8,113(千円)  民 0 

1,213(千円) 都道府県 

（Ｂ） 

0 

4,056(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

0 

12,169(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

0 

1,900(千円)  
備考（注３） R3 基金で実施 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

500千円 高次脳機能障がい相談･支援拠点機関事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

事故や脳血管疾患等により高次脳機能障がいになった方やその家族が、地域

で安心して生活し、社会参加できるよう、亜急性期から回復期、また、維持期

でのリハビリテーションそれぞれについて、地域における支援ネットワーク

を構築する必要がある。 

 アウトカム指標 県内支援協力医療機関 

 19施設(2020年度)→21施設(2022年度) 

事業の内容 医師と多職種間の円滑な連携を図るため研修会を開催することにより高次脳

機能障がい支援に関わる者の対応スキルを向上させ、県内における支援体制

の強化を図る。 

アウトプット指標 研修会 １回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

当該事業の実施により療養退院支援や退院後の社会復帰支援等の相談を含む

支援に携わる看護師や理学療法士、作業療法士等のスキルアップが図られる

とともに、多職種間・同一職種間での連携づくりに資することで支援協力医療

機関の増加を促進し、高次脳機能障がい者が退院後、地域において在宅療養生

活が円滑に送れる体制づくりにつながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

500(千円) 

  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

333(千円) 

  民 333(千円) 

 都道府県 

（Ｂ） 

167(千円) 

  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

500(千円) 

 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

333(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

0(千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 標準事業例 １１ 

事業名 No ４ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費（計画期間の総額）】 

19,569 

7,400千円 
アドバンス・ケア・プランニング普及啓発事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和７５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

・現在は、約７割の人が医療機関で、約１割の人が自宅で亡くなっているが、

「高齢者の健康に関する意識調査（内閣府）」によると国民の約６割が「最期

を迎えたい場所」について、「自宅」を希望しており、今後、看取りの場所と

して「在宅」も可能とする体制を確保することが求められている。 

・本人は自宅で最期を迎えたいと考えていても、いざ、急変となると本人が意

思表示できないことが多く、家族が救急車を呼び、最期を病院で看取るケース

があるが、自らが望む医療やケアについて前もって考え、家族等の信頼できる

人や医療・ケアチームと繰り返し話し合い、共有していれば、本人が意思表示

できなくても、本人が望む対応が可能となる。 

・最期まで自分らしい生活を送るためには、在宅で医療の提供を受けながら最

期を在宅で迎える選択肢もあることから、県民が看取りの段階まで含めた在

宅医療について理解を深める必要がある。 

 アウトカム指標 ・看取りに関する取組を実施する市町村数 

 R2 ５市町（19％）⇒ R6 R5 １３市町村（50％） 

事業の内容 人生の最終段階を本人の希望どおりに過ごすためには医療・ケアに関して本

人の意思が尊重されることが重要であることから、アドバンス･ケア･プラン

ニングに関する人材の育成及び普及媒体の作成等を行い、普及啓発を図る。 

アウトプット指標 推進委員会の開催   １０ ５回 実践報告会の開催    ３ ２回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

当該事業の実施により、アドバンス・ケア・プランニング推進委員会を設置し、

人材育成や普及啓発に係る方策を検討し、医療や介護の専門職等を対象とし

た実践報告会の開催、普及啓発媒体を作成することにより、専門職等や媒体を

活用し看取りに関する取組を行う市町村の増加につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

19,569 

7,400(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 2,211  

1,120(千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

13,046 

4,933(千円)  民 10,835 

3,813(千円) 

 
都道府県 

（Ｂ） 

6,523 

2,467(千円) 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

19,569 

7,400(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 
10,835 

3,813(千円) 

その他 

（Ｃ） 

0(千円) 

  
備考（注３） R4:6,410 千円、R5:6,934千円、R6:6,225 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民
の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業
を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 29 

事業名 No ５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

20,096 

10,235千円 
専門医育成事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会、宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和７５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

産科や小児科などの特定診療科の医師不足が深刻な状況にあるため、特定診

療科に勤務する医師の育成・確保を図る必要がある。 

 アウトカム指標 ・県内小児科医師数(標準化医師数)137 139人(2020年)→139.9 145人(2026 3

年) 

・県内分娩取扱医師数(標準化医師数)  86人(2020年)→76.7人(2026年) 

・｢地域医療・総合診療医学講座｣の専門研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑで育成される総合診療医  

６人(2021年)→９ 10人(2024 2年) 

(R4 のみ) 

・県内産婦人科医師数(標準化医師数) 106人(2020 年)→106人(2023年) 

事業の内容 ・産科、小児科及び総合診療の専門研修を行う専攻医に研修資金を貸与す

る。 

・大学及び県内小児医療機関が共同して、小児科専攻医を対象とした症例研

究会を実施する。 

アウトプット指標 ・産科・小児科及び総合診療専攻医への研修資金の貸与 14人 

・症例研究会の開催 ５回 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

当該事業の実施により、産科医・小児科医及び総合診療医を目指す専攻医に対

する研修環境の充実が図られ、県内における産科・小児科及び総合診療医の確

保につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

20,096 

10,235(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

13,397 

6,823(千円)  民 13,397 

10,235(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

6,699 

3,412(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

20,096 

10,235(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,396 

698(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

0(千円) 

  

備考（注３） R4:1,048 千円、R6:19,048 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 32 

事業名 No ６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

8,069 

15,769千円 
女性医師等就労支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

県内の女性医師の実数及び構成比が年々増加してきていることから、女性医

師が安心して働き続けることができるよう、出産・育児・介護といったライ

フステージに応じた支援体制の充実を図る必要がある。 

 アウトカム指標 ・県内医師数に占める女性医師の割合 

18.6％(2018年)→21.9％(2023年) 

・雇用継続や復職につながった女性医師数 

 ８人（2022年） 

事業の内容 ワークライフ・バランスに対する意識の啓発から、情報提供・相談、就労継

続支援、復職・キャリアアップ支援をワンストップで対応できる体制を構築

し、女性医師等が働き続けられる環境を整備する。 

アウトプット指標 ・日当直や時間外勤務免除等の支援数 10人 

・子どもの一時預かりや送迎等の支援数 40人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

当該事業の実施により、県内の医療機関に勤務する女性医師等の勤務環境改

善、仕事と家庭の両立が図られ、勤務継続や復職する女性医師等の増加につな

がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

8,069 

15,769(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

4,712 

10,512(千円)  民 4,712 

10,512(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,357 

5,257(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

7,069 

15,769(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

4,046 

9,846(千円) 

その他 

（Ｃ） 

1,000  

0(千円)  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 25 

事業名 No ７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

83,411 

89,353千円 
地域医療支援機構運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県、宮崎県医師会、宮崎大学等 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県は、医師少数県であり、７つの２次医療圏のうち、５医療圏が医師少数区

域となるなど、医師不足及び医師の地域偏在が顕著であるため、医師の安定的

な確保・育成が急務。 

 アウトカム指標 ・県内での臨床研修開始者数 64人(2021年)→80人(2023年) 

・医師修学資金貸与者（2021年臨床研修2年次以降）のキャリア形成プログラ

ム参加率→ 100％（2023年） 

・就業医師数（標準化医師数）2,597人(2016年)→2,608人(2023年) 

事業の内容 宮崎県と宮崎大学、宮崎県医師会、市町村等が密接に連携し、医師の育成・

確保対策のために以下の事業を実施する。 

・機構医師等配置事業（機構医師等による医学生向けキャリア支援、地域枠等

情報管理システムの保守･管理 等） 

・医師養成・確保支援事業（研修会、説明会開催等） 

・情報発信事業（ウェブサイト運営、広報誌作成、新聞広告） 

・医師スキルアップ支援事業（専門医等の資格取得、更新への支援） 

アウトプット指標 ・キャリア形成プログラムにかかるセミナー等の開催 年２回   

・臨床研修病院説明会出展回数 ５回 

・医師あっせん数 ５名 

・専門医等の資格取得等に対する支援数 130人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

キャリア形成プログラムの充実と適用者の確保、臨床研修医確保のための病

院説明会及び専門医等に対する資格取得等のスキルアップ支援などを通じて、

医師不足及び地域偏在等の重要課題解消を目指す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

83,411 

89,353(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 35,269  

36,048(千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

55,607 

59,569(千円) 

  

民 20,338 

23,521(千円) 

 都道府県 

（Ｂ） 

27,804 

29,784(千円) 

  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

83,411 

89,353(千円) 

 

うち受託事業等（再掲）

16,871（注２） 

20,054(千円) 

 その他 

（Ｃ） 

0(千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 49 

事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

14,969 

5,250千円 
医療勤務環境改善支援センター事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会、宮崎県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和７ ５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

病院における長時間労働など過酷な労働環境が問題となっている中、県内医

療機関の勤務環境改善の取組を促進することで医師・看護師等の医療従事者

の離職防止・定着促進を図る必要がある。 

 アウトカム指標 ・就業医師数（標準化医師数） 

2,597人 (2016年)→2,744 2,608人 (2026 2023年) 

・地域医療確保暫定特例水準の指定に必要な、時短計画案の策定に着手又は検

討を開始した医療機関数 ６医療機関（2024 2022年） 

事業の内容 医療従事者の勤務環境の改善を促進するための拠点として、医療勤務環境改

善支援センターを設置し、医療機関の勤務環境改善を促進するための支援を

行う。 

アウトプット指標 ・医療機関からの相談件数 15件 

・社会保険労務士等の訪問(支援)件数 20件 

・勤務環境改善マネジメントシステムを活用した改善に取り組む医療機関数 

 ２医療機関 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

当該事業の実施により、勤務環境改善に取り組む医療機関の増加が図られ、医

療従事者の県内定着確保につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

14,969 

5,250(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0 (千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

9,979 

3,500(千円)  民 9,979 

3,500(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

4,990 

1,750(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

14,969 

5,250(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

7,646 

3,500(千円) 

その他 

（Ｃ） 

0(千円) 

  
備考（注３） R4：5,056千円、R6：9,913千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 25 

事業名 No ９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

174,757 

207,660千円 
医師修学資金貸与事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医師の地域的偏在や小児科等特定診療科の医師不足等から、地域医療の現場

を支える医師の安定的な確保が必要。 

 アウトカム指標 県内での臨床研修開始者数 64人(2021年)→80人(2023年) 

事業の内容 将来、地域医療の現場を支える医師として県内への定着が期待できる医学生

に対し、修学資金を貸与する。 

アウトプット指標 医師修学資金新規貸与者数 46人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

当該事業の実施により、貸与者へのキャリア形成プログラムの適用、医師少数

区域等での従事義務の履行を通じ、地域医療を支える医師の確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

174,757 

207,660(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

116,368 

138,248(千円) 民 116,368 

138,248 (千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

58,184 

69,124(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

174,552 

207,372(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

205 

288(千円)  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 41 

事業名 No 10 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

23,933 

20,731千円 
宮崎県ナースセンター事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

超高齢化社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職

者の需要は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な養成・確保を図っ

ていくことが求められている。 

 アウトカム指標 ・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 12.6％(2019年)→8.5％以下 (2023年) 

事業の内容 保健師、助産師、看護師及び准看護師で未就業の者に対し、医療機関等と連

携した就業促進に必要な支援等を行う。 

アウトプット指標 ・ナースバンクを活用した年間就業者数  350名 

・ナースバンク求職・求人相談件数 1,800件 

・復職支援研修会参加者数 100名 

・医療機関等と連携した復職支援研修 ２地区、参加者 15名 

・看護体験者数 600名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

未就業看護職員の再就業促進などを医療機関等と連携して行うことにより、

看護職員の質の向上や安定的な確保に繋げることができる。 

また、看護職希望者や家族に対し、知識と技術を持つプロフェッショナルとし

ての看護の本質及び魅力を伝え「看護」について考える機会を提供することで、

イメージアップの向上及び人材の確保・定着に結びつけることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

23,933 

20,731(千円) 

  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

8,828(千円) 

  民 8,828(千円) 

 都道府県 

（Ｂ） 

4,415(千円)  

計 

（Ａ＋Ｂ） 

13,243(千円) 

 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

8,829(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

10,690 

7,488(千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 36 

事業名 No 11 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

8,175 

25,256千円 
特定行為に係る看護師の研修制度推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県、各医療機関等 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化や人口減少が進む中、医療の質や安全の確保のために、急性期から在宅

医療等まで幅広く支える高度な専門知識と技術も持った特定行為研修修了者

の養成が必要である。 

そのため、県内での研修受講環境を確保するため、特定行為研修指定研修機関

等の整備を促進する必要がある。 

 アウトカム指標 特定行為研修修了者延べ人数  

67名（2020年）→80名（2022年） 

事業の内容 特定行為研修制度への理解を深めるための研修会や推進に関する検討会を開

催する。また、特定行為研修指定研修機関や協力機関としての準備および運

営を行う医療機関等に対して経費の一部を補助する。 

〔補助対象経費〕 

 初度整備にかかる費用や運営にかかる費用（賃金、旅費、需用費、役務

費、備品購入費など） 

アウトプット指標 ・研修会開催回数 １回  

・検討会開催回数 ２回 

・特定行為研修指定研修機関への支援 準備：１施設、運営：２施設 

・特定行為研修協力施設への支援 準備：１施設、運営：２施設 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

特定行為研修制度の周知を行うことによる、特定行為の必要性の理解が進み、

修了者の活躍につながる。また、県内における研修受講環境が整うことによ

り、特定行為研修修了者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

8,175 

25,256(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 3,699  

12,331(千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

3,699 

12,331(千円)  民 0(千円) 

 都道府県 

（Ｂ） 

1,850 

6,165(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

5,549 

18,496(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

2,626 

6,760(千円)  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 36 

事業名 No 12 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

4,096 

3,273千円 
実習指導者講習会事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県看護協会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築が進み、療養の場が医療機関から自宅、介護施設

等へ移行している中で、学生の看護実習の場も拡大している。看護職の人材確

保・定着を推進するため、量・質ともに優れた看護職の養成が必要であり、実

習指導者としての役割やスキルを学び、現場での看護教育の充実、向上を図っ

ていくことが求められている。 

 アウトカム指標 ・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・新人看護職員の離職率 9.4％(2019年)→8.0％以下(2023年) 

事業の内容 看護教育における実習の意義及び実習指導者としての役割を理解し、効果的

な実習指導を行うために必要な知識、技術を習得させる講習会を行う。 

アウトプット指標 ・実習指導者講習会 講義及び演習 184.5時間 30名 

・実習指導者講習会(特定分野) 講義及び演習 48時間 20名 

・フォローアップ研修 年１回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護教育における実習の意義及び役割を理解し、効果的な実習ができるよう

必要な知識・技術を修得させ、指導者としての質の向上を図ることで、県内医

療機関における看護教育の充実と県内就業先の魅力向上に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,096 

3,273(千円) 

  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

2,182(千円) 

  民 2,182(千円) 

 都道府県 

（Ｂ） 

1,091(千円) 

  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

3,273(千円) 

 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,182(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

823(千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 35 

事業名 No 13 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

30,873 

36,075千円 
新人看護職員卒後研修事業 

事業の対象となる医療
介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県看護協会、対象医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護
ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職者

の需要は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な養成・確保を図って

いくことが求められている。 

一方で、医療の高度化や医療安全に対する意識の高まりなど国民ニーズの変

化を背景に、看護の臨床現場で求められる臨床実践能力と看護基礎教育で修

得する看護実践能力との間には乖離が生じている。この乖離は新人看護職者

の離職の一因となっているため、新人看護職員研修等の実施により新人看護

職者の臨床実践能力の向上を図ることが求められている。 

 アウトカム指標 ・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・新人看護職員の離職率 9.4％(2019年)→8.0％以下 (2023年) 

・ガイドラインに沿った新人看護職員研修を実施している医療機関の割合 

 71.1%(2017年)→90.0%(2022年) 

事業の内容 ・新人看護職員研修推進事業 

主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看護師

の臨床研修体制の支援、研修責任者の育成及び地域における連携体制の構築を

図るための研修会等を開催する。 

・新人看護職員研修事業 

主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看護師

の看護の質の向上及び早期離職防止を図るため、各医療機関において基本的

な臨床実践能力を獲得するための研修を実施する。 

アウトプット指標 ・新人看護職員合同研修の開催 ８回(900名) 

・研修責任者等研修の開催 ６回(240名) 

・新人看護職員研修推進協議会の開催 １回 

・事業実施医療機関 35施設 

アウトカムとアウトプ
ットの関連 

本事業により新人看護職員の臨床実践能力の向上を図ることで、離職を防止

し、看護職員の確保につなげることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

30,873 

36,075(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 2,223 

783(千円)  

基 

金 

国 

（Ａ） 

9,411 

12,639(千円)  民 7,188 

11,856(千円) 

 
都道府県 

（Ｂ） 

4,706 

6,319(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

14,117 

18,958(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 
3,302 

3,045(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

16,756 

17,117(千円) 

備考（注３）  
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民
の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業
を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 50 

事業名 No 14 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

26,021 

12,222千円 
病院内保育所運営支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職者

の需用は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な要請・確保を図るこ

とが求められている。 

 アウトカム指標 ・病院内保育所の設置数 25か所(2021年)→30か所(2024年) 

・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 12.6％(2019年)→8.5％以下(2023年) 

事業の内容 県内に所在する病院及び診療所に従事する職員の離職防止及び再就業を促進

し医療従事者の確保を図るため、病院内保育施設を運営する事業者を支援す

る。 

アウトプット指標 ・対象施設 ２か所 

・対象施設における利用者数(児童数) １５人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

病院内保育施設を設置している病院に運営費を補助して看護職員の働きやす

さ確保のための環境整備を行い、離職防止及び未就業看護職員の再就業を促

進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

26,021 

12,222(千円) 

  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

3,066 

5,432(千円)  民 3,066 

5,432(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,533 

2,716(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

4,599 

8,148(千円) 

 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 

 その他 

（Ｃ） 

21,422 

4,074(千円)  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No 15 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

1,718 

3,797千円 
障がい児者歯科保健医療推進事業 

事業の対象となる医療
介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎市郡歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護
ニーズ 

県内の障がい児者の歯科診療のニーズは年間延べ約26,000人（うち全身麻酔法

における歯科診療が必要な者は約470人）と推定されるが、これらの歯科診療

ニーズに対応するためには、宮崎歯科福祉センター（以下、「センター」とい

う。）において全身麻酔法などにおける歯科診療など高度な医療に対応できる

障がい児者専門医及び歯科麻酔医数の確保を図るとともに、地域の協力歯科

医療機関との連携をスムーズに行う必要がある。 

 アウトカム指標 ・高度な医療に対応できる障がい児者歯科専門医数 

  ２人(令和３年度) → ２人以上 (令和５年度) 

・高度な医療に対応できる歯科麻酔医数 

   １人(令和３年度) → １人以上(令和５年度) 

・センターでの全身麻酔法及び静脈内鎮静法による歯科治療の件数 

  259件(令和２年度) → 300人（令和５年度) 

・センターから協力歯科医療機関への紹介件数 

43件（令和２年度） → 100件（令和5年度） 

事業の内容 県内唯一の障がい児者専門の歯科診療所であるセンターに勤務する障がい児

者歯科専門の歯科医師及び歯科麻酔医等の専門医の育成・定着を図るため、

研修会参加や学会参加の経費の支援し、資質の向上に努める。 

また、障がい児者が住み慣れた地域で安心して歯科治療が受けられるよう地

域の協力歯科医師等を対象とした口腔保健の向上を図るための研修会等を行

う｡ 

アウトプット指標 対象施設 １か所 

研修会、勉強会等の開催 12回 

アウトカムとアウトプ
ットの関連 

センターにおいて障がい児者専門医及び歯科麻酔医を確保、定着させ、全身麻

酔法等による歯科治療を行える体制を維持する。 

また、センターが中心となって研修会等を開催し、センターと地域の協力歯科

医師等の連携を図ることで、障がい児者が地域において安心して歯科治療を

受けられる体制を整備することができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,718 

3,797(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0 (千円)  

基 

金 

国 

（Ａ） 

1,145 

1,333(千円)  民 1,145 

1,333(千円) 都道府県 

（Ｂ） 

573 

667(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

1,718 

2,000(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

1,145 

1,333(千円) 
その他 

（Ｃ） 

0 

1,797(千円)  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No 16 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

3,190 

6,500千円 
安心してお産のできる体制推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県の周産期医療は全国でも高い水準を維持しているが、新たに開業する産

科医が少なく、高齢化が問題となっている。今後、周産期医療体制を維持して

いくためには、周産期医療従事者のスキルアップとともに産科医療環境の充

実を図る必要がある。 

 アウトカム指標 周産期死亡率 

3.0ポイント(R3年) → 3.0ﾎﾟｲﾝﾄ以下を維持(R4年) 

事業の内容 県医師会（県産婦人科医会）における研修等の開催を支援することで、県内

の産科医療に係る研修環境を充実させ、産科医療従事者のスキルアップを図

り、安心してお産のできる体制を整備する。 

アウトプット指標 ・新生児蘇生法講習会 受講者50名 

・J-CIMELSベーシックコース 受講者50名 

・病医院従事者研修会 受講者200名 

・周産期症例検討会 受講者15名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県内の産科医療従事者の資質を向上させることで、周産期救急医療に効果的

に対応することができ、県内全域において、高水準の医療を提供することがで

きる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,190 

6,500(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0 (千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

2,127 

4,333(千円)  民 2,127 

4,333(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,063 

2,167(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

3,190 

6,500(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

2,127 

4,333(千円) 

その他 

（Ｃ） 

0(千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 28 

事業名 No 17 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

8,456 

3,000千円 
アレルギー専門医等育成による小児医療支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県、宮崎大学 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和８５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県は、宮崎県アレルギー疾患医療拠点病院の候補となり得る医療機関に日

本アレルギー学会専門医が勤務しておらず、全国的にもアレルギー専門医の

少ない地域である。また、小児科医師数も全国的に少ないため、これらの分野

の専門医育成が急務である。 

 アウトカム指標 ・県内日本アレルギー学会専門医数 

現状値(R3年度)：14人→(R7 5年度)：16 15人 

・県内日本アレルギー学会会員数 

現状値(R4.3月)：47人→目標値(R7 4年度末)：59 50人 

事業の内容 本県に専門医が少ないアレルギー分野の基礎的な研修会・講習会等へ医師が

参加するための費用を助成する。 

アウトプット指標 アレルギー分野の各種研修受講支援者数 のべ15人／年 のべ15人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

アレルギー分野の基礎的な研修会・講習会へ参加することにより、アレルギー

専門医を目指すきっかけづくりを行い、専門医の養成につなげる。 

また、アレルギー専門医やアレルギー分野の研修等を受けた医師が増え、アレ

ルギー疾患を抱える小児に対応できる医師が増えることにより、小児医療の

充実及び小児科医師の負担軽減にもつながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

8,456 

3,000(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 5,637 

2,000 (千円)  

基 

金 

国 

（Ａ） 

5,637 

2,000(千円)  民 0(千円) 

 都道府県 

（Ｂ） 

2,819 

1,000(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

8,456 

3,000(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

0(千円) 

  
備考（注３） R4:873千円、R5:2,054千円、R6:3,000千円、R7:2,529千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 36 

事業名 No 18 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

292 

3,499千円 
中山間地域人財育成環境整備モデル事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体（中山間地域） 

事業の実施主体 宮崎県、市町村 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職員

の需要は今後増大する見込みであり、地域間連携に強い看護職員の安定的な

確保・育成を図っていくことが求められているが、中山間地域においては、人

員不足から研修機会に乏しく、意欲のある看護職員確保における課題となっ

ていることから、研修機会の充実が求められている。 

 アウトカム指標 ・看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 12.6％(2020年)→8.5％以下(2023年) 

事業の内容 中山間地域と都市部の医療機関の間で、看護職員の相互人材交流による研修

環境整備を支援し、研修機会の拡充及び医療機関間の連携を図る。 

アウトプット指標 相互人材交流による研修実施者 ４人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

中山間地域における研修機会を充実させることで、看護職員の意欲や資質の

向上が図られ、看護職員の県内就業者数の確保・定着につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

292 

3,499(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 195 

2,333(千円)  

基 

金 

国 

（Ａ） 

195 

2,333(千円)  民 0(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

97 

1,166(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

292 

3,499(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

0(千円) 

  
備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 47 

事業名 No 19 新規事業／継続事業 新規 【総事業費（計画期間の総額）】 

48,832 

7,750千円 
歯科医療従事者養成学校設備整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県央地区、県西地区 

事業の実施主体 歯科医療従事者養成学校 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和７５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

近年の高齢化に伴う訪問歯科治療や周術期における口腔ケア、フレイル予防

などのニーズはますます増加・多様化しており、歯科衛生士・歯科技工士を確

保することが必要である。 

 アウトカム指標 歯科医療従事者養成学校卒業者の県内就職率 

 歯科衛生士 86.9％（令和２年度）→ 90％（令和６ ５年度） 

 歯科技工士 42.9％（令和２年度）→ 80％（維持） 60％（令和６ ５年度） 

事業の内容 県内２か所ある歯科医療従事者養成学校の設備を整備し、教育環境の充実を

図る。 

アウトプット指標 整備施設数（２か所） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

歯科保健医療を担う歯科医療従事者養成学校の環境整備を行い、より一層、質

の高い人材確保・育成を通し、県民の歯科疾患の予防や口腔機能の維持・向上

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

48,832 

7,750(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円)  

基 

金 

国 

（Ａ） 

16,168 

5,167(千円)  民 16,168 

5,167(千円) 都道府県 

（Ｂ） 

8,085 

2,583(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

24,253 

7,750(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

0(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

24,579 

 (千円) 

  
備考（注３） R4:5,264千円、R5:8,489千円、R6:10,500千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 36、41 

事業名 No 20 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

61,285 

31,487千円 
看護人材獲得支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和８５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職員

の需要は今後増大する見込みであり、看護職員の安定的な確保を図っていく

ことが求められている。 

そのため、医療機関の求人・求職のマッチングや相談体制を強化するととも

に、院内の教育研修体制の整備や認定看護師等の資格取得に向けた派遣研修

等の経費を支援することにより、看護人材の確保と定着を図る。 

 アウトカム指標 看護職員数 21,464人(2020年)→21,728人(2022年) （R4～R5） 

新人看護職員の離職率 9.4％(2019年)→8.0％以下(2025年) （R6～R7） 

事業の内容 ・看護マネジメント等の経験を持つ支援員が、医療機関等へ人材マネジメン

トの助言等を行い、看護人材確保等に関する相談体制を強化する。 

（令和６年度以降について） 

これまで実施した医療機関等への支援を通して、中小規模病院の看護

管理者が多忙等により十分な看護管理ができていないことが分かったた

め、看護管理者に対する効果的な支援方法について検討・実践し、看護

管理能力の向上につなげる。 

・院内の教育研修体制を整備するため、外部講師の招聘や先進地視察等を行

う医療機関に対し、その経費を補助する。 

・認定看護師、専門看護師、認定看護管理者特定行為研修の教育課程に職員

を派遣する医療機関等に対し、その経費を補助する。 

アウトプット指標 ・医療機関等への訪問施設数件数：４０施設／年１５件／月 

・人材確保・職場環境改善等に関する研修会の参加者数：５０人／年 

・院内教育体制整備医療機関：３５施設／年 

・認定看護師等研修派遣医療機関：３１０施設／年 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療機関における求人・求職のマッチングが促進されるとともに、院内の教

育研修体制や働きやすい職場環境が整備されることで、看護人材の確保と定

着が図られる。 

看護管理者が看護管理に専念し、看護管理能力が向上することにより、看護

部門の勤務環境改善等が図られ、看護人材の定着・離職防止につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

61,285 

31,487(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

  

基 

金 

国 

（Ａ） 

35,361 

12,658(千円)  民 35,861 

7,658(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

17,681 

6,329(千円)  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

53,042 

18,987(千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 
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その他 

（Ｃ） 

8,243 

12,500(千円)  

(千円) 

 

備考（注３） R4:11,487千円、R5:12,581千円、R6:14,487千円、R7:14,487千円 
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（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

  

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 No １ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】1,188 千円 

     282     
介護人材確保連携強化事業 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図るためには、介護施

設・事業所の介護従事者を増やす必要があり、そのためには、関係団体や行政の連

携の場を構築することにより、課題を共通して認識し、取組の促進を行う必要があ

る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者数の増加 

事業の内容 行政や職能団体、事業者団体などで構成する「介護人材確保推進協議会」の開催

と、各種施策、事業等の情報発信や普及啓発を行うポータルサイトの運営。 

アウトプット指標 介護人材確保推進協議会の実施回数 

アウトカムとアウト

プットの関連 

協議会において介護人材確保の現状や実態を把握し、具体的施策を検討すると

ともに、その内容を効果的に発信することで、介護人材の確保を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,188 

282 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

792 

188 

基金 国（Ａ） (千円) 

792 

188 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

396 

94 

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,188 

282 

うち受託事業等（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  
備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

23,662千円 

18,500     

「みやざき・ひなたの介護」情報発信事業 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025年には 2,647人の介護職員が不足すると推計しており、高齢者

の介護を支える基盤づくりが急務となっている。介護に対するマイナ

スイメージを払拭させ、介護職への理解を通じて介護人材の参入促進

を図る必要がある。 

 アウトカム指標 福祉系高校の入学定員充足率向上 

事業の内容 ①メディアやＳＮＳ等を活用した情報発信 

各種メディアを活用して介護の魅力を発信する。 

②パンフレット等の作成、配布 

介護の魅力を発信するパンフレット等を作成し、県内関係機関等に

配布する。 

③イベントの開催 

介護の魅力発信を目的とした講演会、介護体験会等の内容を一体的

に行うイベントを開催する。 

④職場体験会の実施 

山間部の小中学生を介護事業所に招いて職場体験を実施する。 

⑤福祉系高校と連携した中学校への介護の魅力発信 

 中学生を対象に、福祉系高校生によるプレゼンやＶＲ技術による認

知症疑似体験、介護ロボット体験、高校生による介護技術レクチャー

等を実施する。 

アウトプット指標 ②１５，０００部作成、配布 

③参加者３，０００人 

④参加者１００人 

⑤中学生へのアンケート結果で「介護に関する興味、関心を持った」

割合、「介護の仕事をやってみたいと感じた」割合が体験後 20％アッ

プ。 

アウトカムとアウト

プットの関連 

介護の仕事や魅力について広く知ってもらうことで、介護に対するマ

イナスイメージの払拭が図られ、人材の参入促進につながる。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

23,662 

基金充当額 

（国費） 

公  (千円) 
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18,500 における 

公民の別 

  

基金 国（Ａ） (千円) 

15,774 

12,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,888 

6,167 

民 (千円) 

15,774 

12,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

23,662 

18,500 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

15,774 

12,333 

その他（Ｃ） (千円)  

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講等支

援事業 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,055千円 

5,920     

介護に関する入門的研修事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護従事者について、稼働年齢層のみだけではなく、就活中の若者、

地域の潜在労働力である主婦層、定年を控えた中高年齢層等など多様

な人材層からも確保し、すそ野の拡大を行う必要がある。 

 アウトカム指標 参加者の介護人材センターへの登録者数 

事業の内容 介護未経験者に対して、介護に関する基本的な知識や介護の業務に

携わる上で知っておくべき基本的な技術を学ぶことができる「入門的

研修」を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

多様な人材層に対し、介護に関する講座を開催することで、参加者

の介護職への参入意欲を高め、介護人材の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,055 

5,920 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,037 

3,947 

県（Ｂ） (千円) 

2,018 

1,973 

民 (千円) 

4,037 

3,947 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,055 

5,920 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

4,037 

3,947 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業 

事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,722千円 

6,995     

介護職員スキルアップ支援事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 宮崎県（県介護福祉士会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の進展に伴い要介護者が増加する中、介護のニーズも多様化

している。介護技術の向上のためには、現場での OJTに加え、研修体

制の充実などが必要であるが、介護事業所の中には単独での研修開催

や代替職員がいないことにより昼間や遠隔地での研修参加が困難なと

ころも少なくない。また、介護現場では医療行為を必要とする高齢者

が年々増えており、従来看護士が担ってきた利用者の身体状況の把握

や状況判断に加え、医療的技術のサポートを介護職員に求められるな

ど、より専門的な知識及び技術の習得が必要となっている。 

 アウトカム指標 ①基礎的技術の向上が図られ、自信を持って業務に取り組むことので

きる介護職員の増加 

②専門性の高い介護技術を習得した介護職員の増加 

事業の内容 ○介護技術基礎研修（出前講座、ブロック別研修） 

○医療的ケア等に関する研修 

アウトプット指標 ①出前講座 40回 

②出前講座以外の各研修の参加率 80％ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護職員に対して効果的な研修を実施することにより、基礎技術の

向上及び専門性の高い介護技術の習得が図られ、質の高いケアを介護

現場で提供することができるとともに、現場ニーズに応えられる介護

職員の増加に繋がることが期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,722 

6,995  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,148 

4,663  
県（Ｂ） (千円) 

2,574 

2,332  

民 (千円) 

5,148 

4,663  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) うち受託事業等 
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7,722 

6,995 

（再掲） 

(千円) 

5,148 

4,663 

その他（Ｃ） (千円) 

考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業 

事業名 No ９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,277千円 

1,217     

喀痰吸引等指導者養成事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療的ケアに関する介護需要への適切な対応が求められている。 

 アウトカム指標 喀痰吸引等を実施できる介護職員の増加 

事業の内容 喀痰吸引等に係る実地研修の指導者を養成するための講習を実施

（指導する看護師等の養成） 

アウトプット指標 指導者講習受講者 60名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修を実施することにより、適切に喀痰吸引等を実施することがで

きる介護職員数が増加し、喀痰吸引等を必要とする高齢者等の介護需

要に応えることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,277 

1,217 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

678 

766 

県（Ｂ） (千円) 

339 

383 

民  (千円) 

678 

766 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,017 

1,149 

うち受託事業 

（再掲） 

 (千円) 

678 

766 

その他（Ｃ） (千円) 

260 

68 

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業 

事業名 No 11 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

824千円 

509     

介護支援専門員ケアマネジメント向上支援事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護保険施設に勤務する介護支援専門員については、各施設１名ず

つしか配置がない場合が多く、また、「一人ケアマネ」の居宅介護支援

事業所においてもケアマネジメントに個別性がない等の指摘がある一

方で、ケアマネジメントについて相談・助言を受ける機会の確保が必

要である。 

 アウトカム指標 質の高いケアプランを作成できる介護支援専門員の増加、実施後アン

ケート「丁寧なアセスメントができるようになった」、「利用者本位・

自立支援を意識したプランニングができるようになった」９割以上 

事業の内容 他の介護支援専門員の手本となる介護支援専門員を認定介護支援専

門員として認定し、各介護保険施設等を巡回し相談・助言を行う。 

アウトプット指標 訪問件数 ５０件（個別訪問、集団の場の合計） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

個別訪問や圏域毎の集団での「顔の見える関係づくり」の場を設け

ることで、ケアマネジメントに関する相談・助言の機会が確保され、

ケアマネジメントの質の向上につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

824 

509 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

550 

339 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

274 

170 

民 (千円) 

550 

339 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

824 

509 

うち受託事業等（再

掲） 

 (千円) 

550 

339 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業 

事業名 No 12 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,865千円 

介護支援専門員スキルアップ事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護支援専門員については資質に差があり、研修水準の平準化が全

国的な課題となっているため、研修向上委員会を設置して研修のあり

方について検討・改善が必要である。また５年に一度の法定研修のみ

で資質向上を図ることは難しく、実践現場での指導の充実が必要であ

る。 

 アウトカム指標 法定研修受講者の研修受講後課目毎の自己評価「できる」「概ねできる」

の合計 80％以上が全課目の 80％以上。 

事業の内容 介護支援専門員の基礎能力向上を図るために法定研修の評価方法の

検討及び評価を基にした実施方策の検討とともに、新任介護支援専門

員の実践現場における資質向上を推進するための研修等を検討し実施

する。 

アウトプット指標 研修向上委員会開催回数 ２回、作業部会開催回数 ５回 

新人介護支援専門員研修開催回数 ２回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修向上委員会の意見を基に、作業部会で研修内容等の見直し・改

善を行うことで受講生の理解度が上がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,865 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,577 

県（Ｂ） (千円) 

1,288 

民 (千円) 

2,577 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,865 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

2,577 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

  



41 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

事業名 No 13 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,690千円 

11,561     

認知症介護研修事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（県介護福祉士会等に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症患者の医療・介護連携ケースの増加 

事業の内容 以下、①から⑤の研修を実施する。 

① 認知症対応型事業開設者研修 

② 認知症対応型サービス事業管理者研修 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

④ 認知症介護指導者フォローアップ研修 

認知症介護基礎研修 

アウトプット指標 ① 認知症対応型事業開設者研修 40名 

② 認知症対応型サービス事業管理者研修 80 名 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 40名 

④ 認知症介護指導者フォローアップ研修 ３名 

⑤ 認知症介護基礎研修 130名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修を通して認知症高齢者に対する介護技術の向上と適切なサービ

スの充実を図るとともに、医療・介護の連携の重要性を学ぶことによ

り、医療・介護連携ケースが増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,690 

11,561 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,762 

1,080 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

881 

540 

民  (千円) 

1,762 

1,080 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

2,643 

1,620 

うち受託事業等（再

掲） 

 (千円) 
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その他（Ｃ） (千円) 

11,047 

9,941 

1,762 

1,080 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

事業名 No 14 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,552千円 

6,110     

認知症地域支援体制整備事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（県医師会等に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症患者の医療・介護連携ケースの増加、チームオレンジ整備市町

村数の増加 

事業の内容 以下、①から⑧の研修、事業を実施する。 

① かかりつけ医認知症対応力向上研修 

② 医療従事者向け認知症対応力向上研修 

③ 認知症サポート医フォローアップ研修 

④ 歯科医師認知症対応力向上研修 

⑤ 薬剤師認知症対応力向上研修 

⑥ 看護師認知症対応力向上研修 

⑦ みやざきオレンジドクター普及啓発事業（認知症サポート医、かか

りつけ医を登録し、受診者向けに認知症の早期発見・早期治療の重

要性や正しい知識等の普及・啓発を行う） 

認知症支援体制整備事業（認知症地域支援推進員、認知症初期集中

チーム、チームオレンジコーディネーター等のネットワーク強化や活

動の推進を目的とした研修） 

アウトプット指標 ①かかりつけ医認知症対応力向上研修 200名 

②医療従事者向け認知症対応力向上研修 200 名 

③認知症サポート医フォローアップ研修 400 名 

④歯科医師認知症対応力向上研修 80名 

⑤薬剤師認知症対応力向上研修 100名 

⑥看護師認知症対応力向上研修 40名 

⑦みやざきオレンジドクター普及啓発事業 50 名 

⑧チームオレンジコーディネーター研修 50 名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修を通して認知症高齢者に対する技術・知識の向上と適切なサー

ビスの充実を図るとともに、医療・介護連携が強化され、医療・介護

の連携ケースが増加する。市町村が配置するコーディネーター等に対

する研修を通じて、チームオレンジの整備を支援する。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,552 

6,110 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

5,035 

4,073 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

2,517 

2,037 

民  (千円) 

5,035 

4,073 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

7,552 

6,110 

うち受託事業等（再

掲） 

 (千円) 

5,035 

4,073 

その他（Ｃ）  (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質

向上事業 

事業名 No 15 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,216千円 

5,721     

地域包括ケアシステム体制強化支援事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（その他分は委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最後まで続けること

ができるよう、地域包括支援センター職員や専門職の人材育成・資質

向上を行い、地域包括ケアシステムを推進していく必要がある。 

 アウトカム指標 要介護認定率の低減 

事業の内容 ① 広域支援員を配置し、地域ケア会議や通いの場への専門職の広域的

な派遣調整を行う。 

② 地域包括支援センター職員等の資質向上を図るために、研修会を開

催する。 

専門職団体が地域包括ケアシステムを推進するための人材育成や資

質向上を目的とした研修費用等の補助を行う。 

アウトプット指標 ① 専門職派遣件数 300件 

② 研修会回数・参加者数 １回・100名 

補助を行う専門職団体 ２団体 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

① 専門職の地域偏在がある中で、広域支援員を配置し、市町村を越え

て専門職を広域的に派遣調整することにより、他市町村での取組の

紹介や医療リスクに関する視点、総合事業の効果的な活用に関する

助言や支援を行うことが可能となり、地域包括支援センターが作成

するケアプランが自立支援に資する内容となることが期待できる。

併せて、地域包括支援センターが居宅介護支援事業所へ自立支援型

ケアマネジメントに関する支援を行うことができるようになる。 

また、各地域包括支援センターで通いの場の支援を行っているが、

地域包括支援センターに配置のないリハビリテーション専門職や歯

科衛生士等を派遣することにより、地域包括支援センター職員の対

応スキルの向上、介護予防の取組強化を図る。 

② 地域包括支援センターや市町村に新たに配置された職員等を対象

に、介護保険におけるケアマネジメントの考え方や、ケアプラン作

成に関する演習を通して、自立支援の考え方の浸透を図る。 

③ 医療介護連携を推進していく専門職の人材育成や資質向上のため

に専門職団体が実施する研修会等の取組支援を行うことにより、医
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療と介護が切れ目なく提供できる体制の構築を目指す。 

 

これらの取組により、高齢者の自立支援に資するケアマネジメント

や支援方法が定着し、要介護認定率の低減に寄与する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,216 

5,721 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

3,290 

2,008 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,290 

2,008 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

1,646 

1,004 

民  (千円)  

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

4,936 

3,012 

うち受託事業等（再

掲） 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

5,280 

2,709 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 No 16 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,393千円 

6,869     

成年後見制度利用促進事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症高齢者の増加に伴い、成年後見の需要が高まっている。 

 アウトカム指標 市町村社会福祉協議会等による法人後見実施市町村数、法人後見受任

件数の増加  

事業の内容 ① 市町村社会福祉協議会等による法人後見受任体制整備 

市民後見人養成研修を実施し、法人後見支援員の育成を図るととも

に、市町村社会福祉協議会における法人後見専門員の育成のための

研修会などを実施する。 

② 広域的な法人後見受任体制整備等 

単独市町村での体制整備等が困難な市町村における次の取組に対

して支援 

・権利擁護支援のための広域的な地域連携ネットワークの構築 

・後見人の確保に向けた広域的な法人後見受任体制整備 

・成年後見制度に関心のある地域住民を対象としたセミナー等の開

催 

アウトプット指標 ①法人後見支援員（市民後見人）養成研修修了者数 20名 

②法人後見支援員（市民後見人）フォローアップ研修受講者数 80名 

③法人後見専門員育成研修受講者数 80名 

④広域的な法人後見受任体制整備に向けた研修、普及啓発等の実施地

区 ８地区 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

市民後見人養成研修修了者を法人後見支援員として育成するととも

に、実務を行う法人後見専門員の育成、資質向上を図り、市町村社会

福祉協議会等による法人後見受任の体制を整備し、法人後見を実施す

る市町村数が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,393 

6,869 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,929 

4,579 
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県（Ｂ） (千円) 

3,464 

2,290 

民  (千円) 

6,929 

4,579 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,393 

6,869 

うち受託事業等（再

掲） 

(千円) 

6,929 

4,579 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）の参入促進事業 

事業名 No 17 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,651千円 

2,200     

みやざきの福祉を支える、ひなたの人材確保推進

事業（福祉人材ＵＩＪターン強化事業） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福祉・介護従事者の確保については、県内在住者だけではなく、県

外在住者（本県への移住・ＵＩＪターン希望者）に対しても参入促進

を図る必要がある。 

 アウトカム指標 本県への移住・ＵＩＪターン者のうち、福祉・介護事業所への就職者

数 10名、介護サービス従事者数の増加 

事業の内容 各福祉事業所を通じた冊子を作成し、本県へのＵＩＪターン希望者

に対し、県外の移住相談支援センターや就職支援コーディネーター等

を通して配布するとともに、その内容を掲載したホームページを作成

し、ＰＲすることを通じて、福祉の仕事内容ややりがい、本県ならで

はの働きやすさ等を見える化し、移住相談会等の機会を通じて、積極

的にＰＲを実施する。 

アウトプット指標 県外の移住相談会等での福祉の仕事相談件数 30件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県外の移住相談会等での相談者に、宮崎ひなた暮らしＵＩＪターン

センターや宮崎県福祉人材センターが継続的に就職支援を行い、本県

での福祉・介護事業所での就職に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,651 

2,200  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)  

基金 国（Ａ） (千円) 

1,767 

1,467  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

884 

733  

民 (千円) 

1,767 

1,467  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,651 

2,200 

うち受託事業等（再

掲） 

(千円) 

1,767 

1,467 

その他（Ｃ） (千円) 
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 No 18 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,450千円 

6,445     

みやざきの福祉を支える、ひなたの人材確保推進

事業（福祉の仕事キャリア教育連携事業） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の進展等により、介護需要の増加が見込まれる中で、将来の

福祉分野を担う人材の確保が大変重要であり、若年層等に対して、福

祉の仕事の理解を深め、福祉分野への進路選択や就業を促進する必要

がある。 

 アウトカム指標 「福祉の仕事」出前講座のアンケート調査において、「福祉の仕事に興

味を持った」と回答した学生の割合 90％、介護サービス従事者数の

増加 

事業の内容 ① 「福祉の仕事」出前講座 

 教育関係者や市町村社会福祉協議会、社会福祉施設等の関係機関と連

携し、小学生から高校生まで各世代に応じた出前講座を実施し、福祉の仕

事の重要性ややりがい等を伝える。 

② 「福祉事業所見学会」ＰＲ動画の作成 

福祉の仕事の種類や役割、資格等について、また、実際の現場に携

わっている人から聞いた業務内容や現場の様子を紹介するＰＲ動画を

作成する。動画は、福祉の仕事に興味のある方や就労を希望する方、

県内の中学生及び高校生に対し配布し、福祉の仕事のやりがいや魅力

について理解を深める。 

アウトプット指標 「福祉の仕事」出前講座実施回数：25回、受講生徒数：1,500名 

福祉事業所見学会実施回数：6回、参加者数：360名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

「福祉の仕事」出前講座等を通じて、多くの児童・生徒に福祉の仕

事に興味を持ってもらい、福祉分野への進学や就職に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

6,450 

6,445 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

4,300 

4,297 

県（Ｂ）  (千円) 

2,150 

2,148 

民  (千円) 

4,300 

4,297 
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計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

6,450 

6,445 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

4,300 

4,297 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業 

事業名 No 19 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

999千円 

333     

介護福祉士をめざす外国人留学生の受入支援事業

（ＰＲ支援事業） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護福祉士養成施設運営法人 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県においては、各種の事業を展開し、国内での介護人材の確保に

努めているところであるが、確保に苦労している介護施設等もあり、

外国に人材を求める動きが出ている。 

 アウトカム指標 補助事業者が運営する学校への翌年度の留学生入学者数 

事業の内容 介護福祉士養成施設が外国人留学生を確保するために行うＰＲ活動

に係る費用の一部を助成する。 

アウトプット指標 補助事業者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

ＰＲ事業や奨学金等の支援を行うことで介護福祉士をめざす外国人

留学生が増え、介護福祉士の資格取得後には本県の介護人材の確保が

図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

999 

333 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円)  

基金 国（Ａ）  (千円) 

666 

222 

県（Ｂ）  (千円) 

333 

111 

民 (千円) 

666 

222 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

999 

333 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

  



53 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業 

事業名 No 20 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,160千円 

2,560     

介護福祉士をめざす外国人留学生の受入支援事業

（奨学金等支援事業） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県においては、各種の事業を展開し、国内での介護人材の確保に

努めているところであるが、確保に苦労している介護施設等もあり、

外国に人材を求める動きが出ている。 

 アウトカム指標 介護福祉士養成施設の外国人留学生数 

事業の内容 介護施設等が外国人留学生に対して支援する奨学金等に係る費用の

一部を助成する。 

アウトプット指標 補助事業者数及び対象留学生数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

ＰＲ事業や奨学金等の支援を行うことで介護福祉士をめざす外国人

留学生が増え、介護福祉士の資格取得後には本県の介護人材の確保が

図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,160 

2,560 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円)  

基金 国（Ａ）  (千円) 

12,774 

1,707 

県（Ｂ）  (千円) 

6,386 

853 

民 (千円) 

12,774 

1,707 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

19,160 

2,560 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の

職場体験事業 

事業名 No 21 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,419千円 

85     

元気に活躍する明るい長寿社会づくり支援事業

（介護の担い手体験事業） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

元気な高齢者の介護分野での就労促進 

 アウトカム指標 就労体験後の高齢者の介護サービス事業所への就職者数 

事業の内容 元気な高齢者に対し、介護の担い手として活躍してもらうため、介

護施設における就労体験を実施し、就労意欲のある高齢者に福祉人材

センター等に登録してもらい、その後の就労の有無を確認する。 

アウトプット指標 就労体験参加者数 40名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

就労体験を通じて、介護の魅力を理解してもらうことにより、高齢

者の就労につながり、介護従事者数の増加が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,419 

85  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,612 

57 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,612 

57 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

807 

28 

民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,419 

85 

うち受託事業等（再

掲） 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 No 22 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

120,256千円 

91,430     

介護現場におけるＩＣＴ導入支援事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

生産年齢人口の急速な減少、県外や他の高付加価値産業への人口流

出等を勘案すれば、現職の介護職員が最大限に力を発揮し、生産性の

向上を図ることが不可欠である。 

 アウトカム指標 記録等作成業務の時間の短縮、介護職員の離職率の低下 

事業の内容 介護保険事業所におけるＩＣＴ化を抜本的に推進するため、ＩＣＴ

化を活用して介護記録から請求業務まで一気通貫して行うことができ

るよう、介護事業所における介護用ソフト及びタブレット端末等に係

る購入費用に対して助成する。 

アウトプット指標 補助事業所 157事業所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

対象事業所に補助することで、記録作成等業務に係る時間が短縮さ

れる等、介護の現場の職場環境の改善が図られ、ひいては、介護職員

の離職率の低下につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

120,256 

91,430 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円)  

基金 国（Ａ） (千円) 

80,171 

60,953 

県（Ｂ） (千円) 

40,085 

30,477 

民 (千円) 

80,171 

60,953 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

120,256 

91,430 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 No 23 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

65,125千円 

32,471     

労働環境改善に向けた介護ロボット導入支援事業

（導入支援） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材を確保するためには介護サービス事業者に対し、介護ロボ

ットの導入や、体力に不安のある女性介護職員等も継続して就労しや

すい環境整備を支援する必要がある。 

 アウトカム指標 県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロボットを導入して

いる施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容 県内の介護サービス事業者が行う介護ロボットの導入や通信環境整

備を支援する。 

アウトプット指標 補助事業所数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護サービス事業所における業務効率化を図るとともに、体力に不

安のある女性等にも継続して就労しやすい環境を整備することで、介

護人材の確保につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

65,125 

32,471 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円)  

基金 国（Ａ） (千円) 

43,417 

21,648 

県（Ｂ） (千円) 

21,708 

10,823 

民 (千円) 

43,417 

21,648 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

65,125 

32,471 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

備考 ※R4事業費は、R3基金充当分（69,876千円）+R4基金充当分（28,471

千円）の計 98,347千円 

※R4基金積立分の充当額は、R4年度分（28,471 千円）+R5年度分（4,000

千円）の計 32,471千円 

  



57 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 No 24 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

239千円 

 0     

労働環境改善に向けた介護ロボット導入支援事業 

（セミナー・見学会） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材を確保するためには介護サービス事業者に対し、介護ロボ

ットの導入や、体力に不安のある女性介護職員等も継続して就労しや

すい環境整備を支援する必要がある。 

 アウトカム指標 県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロボットを導入して

いる施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容 介護ロボットの普及促進を図るため、介護ロボット導入の先進事例

や導入効果を紹介セミナー・先進事例見学会を開催する。 

アウトプット指標 セミナー・見学会の参加事業者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護サービス事業所における業務効率化を図るとともに、体力に不

安のある女性等にも継続して就労しやすい環境を整備することで、介

護人材の確保につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

239 

0 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公   (千円) 

160 

0 

基金 国（Ａ）  (千円) 

160 

0 

県（Ｂ）  (千円) 

79 

0 

民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

239 

0 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

  



58 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 No 25 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,729千円 

介護ロボット体験・普及促進事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護サービス事業者への介護ロボットの効果的な導入を支援するた

め、県福祉総合センターの福祉用具展示場に実際に体験できるコーナ

ーを設置し、介護サービス事業者に対し、一定期間無償貸出を行う必

要がある。 

 アウトカム指標 県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロボットを導入して

いる施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容 展示・貸出用の介護ロボットを県が購入し、配置する。また、来場

者に対し、介護ロボットの効果的な活用方法や導入事例、導入効果を

紹介するとともに、介護サービス事業者に対し、一定期間無償貸出を

行う。 

アウトプット指標 展示場を利用し、介護ロボットを導入した事業所数 年間 45か所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護現場を再現した展示スペースで実機に触れて体験したり、実際

に介護ロボットを介護施設で使用することで、介護ロボットの有用性

を実感してもらい、介護施設への普及促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

3,729 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公   (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

2,486 

県（Ｂ）  (千円) 

1,243 

民  (千円) 

2,486 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

3,729 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

2,486 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

  



59 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 No 26 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,820千円 

7,861     

未来へはばたけ！福祉系高校生応援事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材を安定して確保していくためには未来の宮崎の介護現場を

担う若い介護職員を育成・確保することが必要であるが、介護福祉士

を養成する福祉系高校の入学定員充足率が低い状況となっている。 

福祉系高校では、学費以外に介護の専門教育を学ぶための実習費、

教材費、被服費等の負担感が大きく、福祉系高校への入学の障壁とな

っている。 

 アウトカム指標 令和４年度卒業者における県内就職者の増加 

事業の内容 福祉系高校生の実習に係る経費等を助成 

アウトプット指標 令和５年度入学者の増加 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

福祉系高校生への補助により、県内の福祉系高校の入学定員充足率

の向上を図り、本県の介護人材の確保に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

14,820 

7,861 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円) 

9,880 

5,241 

基金 国（Ａ）  (千円) 

9,880 

5,241 

県（Ｂ）  (千円) 

4,940 

2,620 

民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

14,820 

7,861 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

  



60 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 No 27 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,078千円 

964     

外国人介護人材確保対策事業 

（外国人介護人材受入セミナーの開催） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後ますます増大する介護ニーズに対応していくため、県内の介護

従事者の確保は喫緊の課題。 

外国人材採用を検討している事業者は一定数存在するが、採用に関

するノウハウの不足やコミュニケーションに関する不安等が採用の妨

げとなっている。 

 アウトカム指標 県内外国人介護人材数の増 

事業の内容 外国人材採用を検討している介護サービス事業者向けに、外国人介

護人材受入制度に係る法令（入管法・技能実習法等）、具体的な外国

人材採用方法及び不安解消に関するセミナーを実施する。 

アウトプット指標 セミナー受講者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

セミナーの開催により外国人介護人材の採用を検討している事業者

の不安を解消して実際の外国人材採用に繋げ、介護人材の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

1,078 

964 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

719 

643 

県（Ｂ）  (千円) 

359 

321 

民  (千円) 

719 

643 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,078 

964 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

719 

643 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

  



61 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 

（小項目）外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 

事業名 No 28 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,128千円 

2,081     

外国人介護人材確保対策事業 

（外国人介護人材受入施設等環境整備事業） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後ますます増大する介護ニーズに対応していくため、県内の介護

従事者の確保は喫緊の課題。 

外国人材の円滑な定着のため、外国人材を受け入れる事業所の受け

入れ環境整備（多言語翻訳機の購入や外国人材の学習支援等）の需要

が高まっている。 

 アウトカム指標 県内外国人介護人材数の増 

事業の内容 外国人材を受け入れる介護事業所に必要な機材の購入や研修の実施

に要する経費等への補助を行う。 

アウトプット指標 補助事業者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

外国人材を受け入れる環境整備を実施することで、外国人材や日本

人職員が働きやすい環境を整え、介護人材の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

2,128 

2,081 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円)  

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,418 

1,387 

県（Ｂ）  (千円) 

710 

694 

民 (千円) 

1,418 

1,387 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

2,128 

2,081 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

  



62 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業 

事業名 No 29 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,267千円 

2,805     

新人介護職員定着支援事業 

（新人介護職員交流研修の開催） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県における介護職員の１年間の離職率は 15.7％で、前年（18.5％）

と比べると改善しているものの、採用から３年未満の若手介護職員の

離職率は ６割を超えており、教育や研修等による、若手職員定着の

ための対策が必要である。また、介護職員の離職理由として、「職場の

人間関係の問題」、「自分の将来の見込が立たないこと」、「法人や施設

等の理念や運営方針等に対する不満」が上位に入っている。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の離職率の低下、本県における介護職員の採用後

３年未満の離職率 61.4%→50% 

事業の内容 本県の将来を担う介護人材の定着を図るため、新人介護職員のモチ

ベーション向上及び事業所の枠を超えた交流機会の創出を目的とした

研修を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本県における若手介護職員の離職率の改善が図られることで、県内

の介護サービス従事者の離職率低下に繋がることが期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

3,267 

2,805 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

2,178 

1,870  
県（Ｂ）  (千円) 

1,089 

935  

民  (千円) 

2,178 

1,870 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

3,267 

2,805 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

2,178 

1,870 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

 



63 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するｴﾙﾀﾞｰ､ﾒﾝﾀｰ制度等導入支援事業 

事業名 No 30 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,870千円 

1,605     

新人介護職員定着支援事業 

（新人育成担当者養成研修の開催） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県における介護職員の１年間の離職率は 15.7％で、前年（18.5％）

と比べると改善しているものの、採用から３年未満の若手介護職員の

離職率は ６割を超えており、教育や研修等による、若手職員定着の

ための対策が必要である。また、介護職員の離職理由として、「職場の

人間関係の問題」、「自分の将来の見込が立たないこと」、「法人や施設

等の理念や運営方針等に対する不満」が上位に入っている。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の離職率の低下、本県における介護職員の採用後

３年未満の離職率 61.4%→50% 

事業の内容 本県の将来を担う介護人材の定着を図るため、各介護事業所・施設

における新人育成担当者向けの研修を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本県における若手介護職員の離職率の改善が図られることで、県内

の介護サービス従事者の離職率低下に繋がることが期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

1,870 

1,605 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,246 

1,070 

県（Ｂ）  (千円) 

624 

535 

民  (千円) 

1,246 

1,070 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,870 

1,605 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

1,246 

1,070 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  

  



64 

 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事

業所等のサービス提供体制確保事業 

事業名 No 31 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,463,470千円 

1,207,678     

介護サービス継続支援事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県(一部老人保健施設協会等に委託)、介護サービス事業者 

事業の期間 令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護サービスは、要介護・要支援の高齢者やその家族にとって住み

慣れた地域における生活を支えるために必要不可欠なものであり、新

型コロナウイルス感染症の発生による介護サービス提供体制に対する

影響をできるだけ小さくしていく必要がある。 

 アウトカム指標 新型コロナ発生事業所等でのサービスの継続 

事業の内容 介護サービス事業所等で感染者が発生した場合でも、継続してサー

ビスを提供できるよう、かかり増し経費の補助や緊急時の応援職員派

遣調整等を実施する。 

アウトプット指標 ①補助実施事業所・施設等数 

②応援派遣候補者登録数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

新型コロナウイルスが発生した事業所の緊急時に必要なかかり増し

経費を支援することで、継続した介護サービスを確保することができ、

要介護高齢者などへの安心につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

1,463,470 

1,207,678 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公 (千円)  

基金 国（Ａ）  (千円) 

975,646 

805,118 

県（Ｂ）  (千円) 

487,824 

402,560 

民 (千円) 

975,646 

805,118 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,463,470 

1,207,678 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

備考 ※R4事業費は、R3基金充当分（71,634千円）+R4基金充当分（332,678

千円）の計 404,312千円 

※R4基金充当額は、R4年度分（332,678千円）+R5年度分（875,000 千

円）の計 1,207,678千円 
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 No 32 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,290千円 

4,191     

宮崎県高齢者保健福祉計画策定事業 

（介護サービス事業所等実態調査） 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県（委託で実施） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

団塊世代が 75歳以上となる令和７（2025）年、生産年齢人口の減少

と介護ニーズの増大が見込まれる令和 22（2040）年の双方を見据え、

介護人材の確保は介護分野における最重要課題となっている。 

サービス種類別・職種別・市町村別・高齢者保健福祉圏域別等の介

護職員数や不足状況を把握し、人材確保の効果的な取組を継続的に実

施する必要がある。 

 アウトカム指標 分析に基づいた関係機関との協議・施策の立案、介護サービス従事者

数の増加 

事業の内容 県内介護サービス事業所等を対象に、介護従事者数を調査する。 

アウトプット指標 調査票回収率 80％ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県内の介護従事者の不足の実態をより詳細に把握することができ、効

果的・効率的な人材確保対策を講じることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

4,290 

4,191 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公 (千円)  

基金 国（Ａ）  (千円) 

2,860 

2,794 

県（Ｂ）  (千円) 

1,430 

1,397 

民 (千円) 

2,860 

2,794 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

4,290 

4,191 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

2,860 

2,794 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 No 33 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,220千円 

3,926     

介護福祉士養成施設学生支援事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護福祉士養成施設 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材を安定して確保していくために、将来の介護現場を担う若

い介護職員を育成・確保することが必要であるが、介護福祉士養成施

設の入学定員充足率が低い状況となっている。 

養成施設の学生に対しては「介護福祉士修学資金貸付」の制度が設

けられているが、「実習費」は貸付対象となっていない。 

 介護福祉士養成施設からは、実習費など学生の負担に対する補助

があれば、高校生への進路説明会やハローワークでの求職者説明会の

際に養成施設への入学をさらに積極的にＰＲすることができ、入学者

増への期待が高いとの声が寄せられている。 

 アウトカム指標 令和４年度卒業者における県内就職者の増加 

事業の内容 介護福祉士養成施設学生の実習等に係る経費を助成 

アウトプット指標 令和５年度入学者の増加 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護福祉士養成施設で介護を学ぶ学生の支援を行うことで県内就職

率が極めて高い養成施設の入学定員充足率を向上させ、県内の介護人

材の確保に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

14,220 

3,926 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公 (千円)  

基金 国（Ａ）  (千円) 

9,480 

2,617  

県（Ｂ）  (千円) 

4,740 

1,309  

民 (千円) 

9,480 

2,617 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

14,220 

3,926 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 No 34 新規事業／継続事業 新規 【総事業費（計画期間の総額）】 

4,509千円 

4,153     
介護の職場環境改善促進・職場リーダー

育成事業 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 本県における介護職員の１年間の離職率は 19.1％と、全国平均の

14.9％より高い水準にある。また、介護職員の離職理由に｢人間関係｣

や｢結婚・妊娠・出産・育児｣、｢法人等の運営等に対する不満｣が上位

を占める一方、事業者が取り組む離職防止や定着促進の方策について

は、｢経営者と従業員の経営方針等の共有機会の確保」や｢管理者・リ

ーダー層の育成等｣はいずれも２割に満たない状況にある。 

 こうした状況から、管理者等に対する雇用管理の理解促進、職場

環境改善を担う人材育成を通して、介護人材確保を図る必要がある。 

 アウトカム指標 本県における１年間の介護職員の離職率低下、同採用率の上昇 

事業の内容 ①経営者・管理者等を対象に、雇用管理の理解を促進するための講 

 演会を開催 

②管理者・リーダー層を対象に、職場環境改善を推進する人材育成  

 を目的とした研修を実施 

アウトプット指標 ①の講演会参加者数、②の人材育成数 540名(3年間合計) 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 雇用管理の理解促進、職場環境改善の推進が図られることにより、

県内の介護職員の離職率低下、同採用率の上昇に繋がることが期待さ

れる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

4,509 

4,153 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別  

公 (千円)  

基金 国（Ａ）  (千円) 

3,006 

2,769 

県（Ｂ）  (千円) 

1,503 

1,384 

民 (千円) 

3,006 

2,769 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

4,509 

4,153 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

3,006 

2,769 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整

備に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No 21 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

81,640 

79,800千円 
地域医療勤務環境改善体制整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県内医療機関 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和７５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

令和６年度から適用される医師の時間外労働上限規制に向け、過酷な勤務環

境となっている医師の労働時間短縮を進める必要がある。 

 アウトカム指標 ・客観的な労働時間管理方法を導入している医療機関の割合 

58％(2021年)→64 62％(2024 2023年) 

・時間外労働時間が年間960時間超の医師が在籍する医療機関の割合 

15％(2021年)→8 10％(2024 2023年) 

・地域医療確保暫定特例水準の指定に必要な、時短計画案の策定に着手又は検

討を開始した医療機関数 ６医療機関（2024 2022 年） 

事業の内容 地域医療に特別な役割があり、かつ勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資

する計画を定める医療機関に対し、労働時間短縮に向けた体制整備に要する

費用等を補助する。 

アウトプット指標 労働時間短縮に向けた体制整備への支援数 ６医療機関 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備に要する費用等を補助することで、

勤務医の労働時間を短縮し、勤務医の働き方改革の推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

81,640 

79,800(千円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

19,086 

基 

金 

国 

（Ａ） 

53,200(千円)  

民 53,200 

34,114(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

26,600(千円) 

  
計 

（Ａ＋Ｂ） 

79,800(千円) 

 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 

 

その他 

（Ｃ） 

1,840(千円) 

  
備考（注３） R5:16,560 千円、R6:63,240 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

 


